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あきた北法人会だより平成26年８月29日 第64号

　平成26年度定時総会が、６月５日（木）土崎港ホ
テル大和に於いて、秋田北税務署長　永澤幸夫氏をは
じめ、来賓各位を迎え、開催された。
　総会に先立ち、林会長のあいさつでは、昨年度は公
益社団法人への移行一年目のため不慣れな点もあった
が、各種研修会・セミナーの開催や、青年部会・女性
部会が開催した児童に対する租税教育活動、地域住民
の方々を対象に開催した社会貢献事業の講演会など、
皆様方のご協力により、公益事業を中心に円滑に実施
できたことに対して御礼を述べた。
　また、「ｅ-Ｔａｘの普及」「地域社会貢献活動」「福利
厚生制度の推進」「会員の増強」「部会や委員会活動の
強化支援」といった５つの課題に取り組んだことを報
告、加えて、本年11月20日・21日に開催される今年
度一番の県法連行事である「全国青年の集い秋田大会」
について、青年部会員の参加や部会員の増強・スタッ
フ支援など、親会としても大会の成功に向けた協力を

していく旨をお願いした。
　議事に入り、第１号議案「平成25年度事業報告・
同収支決算」及び第２号議案「理事辞任に伴う新理事
選任の件」は、原案通り満場一致で承認された。
　引続き、理事会承認事項である「平成26年度事業
計画及び同収支予算」について報告した。平成26年
度の主な事業項目である、児童に対する租税教育や
「ｅ-Ｔａｘの普及拡大・利用推進への取組」などの税の
普及啓発活動、各種研修会等の開催や組織の充実・強
化（会員増強）・福利厚生制度の推進・地域社会貢献
活動の充実等、各項目について説明した。　　
　議事終了後、福利厚生の事業活動に功労のあった、
大同生命保険㈱の加藤大推進員及びＡＩＵ保険会社代
理店の北林正規推進員を表彰した。
　総会終了後に会員懇談会が行われ、和やかに親睦を
深めた。

福利厚生制度表彰

平成26年度  定時総会を開催
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科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　減
　　　②管　理　費 2,867,708 3,587,241 △ 719,533

給 料 手 当 774,419 804,467 △ 30,048
退職金共済掛金 18,000 16,500 1,500
福 利 厚 生 費 101,804 98,902 2,902
会 議 費 553,575 832,977 △ 279,402
旅 費 交 通 費 22,640 23,400 △ 760
通 信 運 搬 費 356,083 453,675 △ 97,592
消耗什器備品費 995 8,662 △ 7,667
消 耗 品 費 33,119 35,308 △ 2,189
修 繕 費 6,300 473 5,827
印 刷 製 本 費 378,294 509,413 △ 131,119
光 熱 水 料 費 30,582 29,043 1,539
賃 借 料 40,934 41,230 △ 296
保 険 料 1,059 850 209
支 払 負 担 金 141,050 120,100 20,950
租 税 公 課 81,600 81,800 △ 200
委 託 費 227,700 331,450 △ 103,750
リ ー ス 料 18,673 18,673 0
事務所管理費 5,400 6,801 △ 1,401
渉 外 慶 弔 費 20,446 46,968 △ 26,522
支 払 手 数 料 9,855 10,100 △ 245
雑 費 45,180 116,449 △ 71,269

　　【経 　 常 　 費 　 用 　 計】 11,043,683 12,286,077 △ 1,242,394
　　【評価損益等調整前当期経常増減額】 72,983 △ 984,147 1,057,130
　　 評　価　損　益　等　計 0 0 0
　　【当 期 経 常 増 減 額】 72,983 △ 984,147 1,057,130
　２．経常増減の部
　　⑴経常外収益 0 800,000 △ 800,000
　　⑵経常外費用 0 308,484 △ 308,484
　　【当 期 経 常 外 増 減 額】 0 491,516 △ 491,516
　　【当期一般正味財産増減額】 72,983 △ 492,631 565,614
　　【一般正味財産期首残高】 11,185,206 11,677,837 △ 492,631
　　【一般正味財産期末残高】 11,258,189 11,185,206 72,983
Ⅱ．指定正味財産増減の部
　　受取補助金等 4,956,200 4,938,100 18,100
　　　受取全法連助成金 4,956,200 4,938,100 18,100
　　一般正味財産への振替額 △ 4,956,200 △ 4,938,100 △ 18,100
　　　一般正味財産への振替額 △ 4,956,200 △ 4,938,100 △ 18,100
　　当期指定正味財産増減額 0 0 0
　　指定正味財産期首残高 0 0 0
　　指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ．正味財産期末残高 11,258,189 11,185,206 72,983

科　　　　目 26年度予算額 25年度予算額 増　　減 備　　　　考
　　　②管 理 費 8,608,000 8,535,000 73,000

給 料 手 当 5,170,000 5,210,000 △ 40,000 職員給料手当他
退職金共済掛金 120,000 120,000 0 中退金掛金
福 利 厚 生 費 660,000 630,000 30,000 社会保険料事業主負担分
会 議 費 640,000 640,000 0 総会等各種会議
旅 費 交 通 費 25,000 25,000 0 六県連会議参加旅費
通 信 運 搬 費 360,000 380,000 △ 20,000 電話・FAX、各種会議案内
消耗什器備品費 50,000 50,000 0 事務所機器等
消 耗 品 費 200,000 200,000 0 各種用紙、事務用品他
修 繕 費 4,000 4,000 0 事務所機器修理代
印 刷 製 本 費 270,000 280,000 △ 10,000 総会議案書他各種印刷
光 熱 水 料 費 200,000 200,000 0 事務所光熱水費
賃 借 料 281,000 273,000 8,000 事務所賃借料
保 険 料 10,000 10,000 0 全法連傷害保険料
支 払 負 担 金 170,000 120,000 50,000 県連・税協・他団体会費他
租 税 公 課 22,000 82,000 △ 60,000 法人市・県民税免除申請
委 託 費 200,000 80,000 120,000 司法書士、インターネットセミナー
リ ー ス 料 135,000 125,000 10,000 コピー機
事 務 所 管 理 費 36,000 36,000 0 事務局駐車場代金
渉 外 慶 弔 費 20,000 20,000 0 会員慶弔関係
支 払 手 数 料 15,000 20,000 △ 5,000 振込手数料、各種証明書他
雑 費 20,000 30,000 △ 10,000 「税のしるべ」購読料他

　　【経常費用計】 10,993,000 11,195,000 △ 202,000
　　【当期経常増減額】 △ 236,675 △ 312,600 75,925
　２．経常外増減の部
　　⑴経常外収益
　　【経常外収益計】 0 0 0
　　⑵経常外費用
　　【経常外費用計】 0 0 0
　　【当期経常外増減額】 0 0 0

　　【当期一般正味財産増減額】 △ 236,675 △ 312,600 75,925
　　【一般正味財産期首残高】 11,258,189 11,185,206 72,983
　　【一般正味財産期末残高】 11,021,514 10,872,606 148,908
Ⅱ．指定正味財産増減の部 【収支内訳】
　　受取補助金等 5,114,800 4,956,200 158,600 当期収入 10,756,325
　　　受取全法連助成金 5,114,800 4,956,200 158,600 前期繰越 4,458,189
　　一般正味財産への振替額 5,114,800 4,956,200 158,600
　　　一般正味財産への振替額 5,114,800 4,956,200 158,600 当期支出 10,993,000
　　【当期指定正味財産増減額】 次期繰越 4,221,514
　　【指定正味財産期首残高】
　　【指定正味財産期末残高】
Ⅲ．正味財産期末残高 11,021,514 10,872,606 148,908

平成25年度　正味財産増減計算書
（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

（単位：円）

科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　減
Ⅰ．一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　⑴経常収益
　　　①基本財産運用益 1,405 1,531 △ 126
　　　　基本財産受取利息 1,405 1,531 △ 126
　　　②特定資産運用益 200 272 △ 72
　　　　特定資産受取利息 200 272 △ 72
　　　③受 取 会 費 4,556,000 4,562,000 △ 6,000
　　　　正会員受取会費 4,440,000 4,460,000 △ 20,000
　　　　賛助会員受取会費 7,000 0 7,000
　　　　青年部会受取会費 63,000 54,000 9,000
　　　　女性部会受取会費 46,000 48,000 △ 2,000
　　　④事 業 収 益 132,000 128,000 4,000
　　　　研 修 事 業 収 益 115,000 90,000 25,000
　　　　会員支援事業収益 17,000 38,000 △ 21,000
　　　⑤受取補助金等 5,789,700 5,907,200 △ 117,500
　　　　受 取 県 連 補 助 金 833,500 969,100 △ 135,600
　　　　受取全法連助成金振替額 4,956,200 4,938,100 18,100
　　　⑥雑　収　益 637,361 702,927 △ 65,566
　　　　受 取 利 息 1,088 1,027 61
　　　　雑　収　益 636,273 701,900 △ 65,627
　　【経常収益計】 11,116,666 11,301,930 △ 185,264
　　⑵経常費用
　　　①事　業　費 8,175,975 8,698,836 △ 522,861

給 料 手 当 4,388,377 4,558,647 △ 170,270
退職金共済掛金 102,000 93,500 8,500
福 利 厚 生 費 576,890 560,447 16,443
会 議 費 245,074 277,305 △ 32,231
旅 費 交 通 費 422,001 289,629 132,372
通 信 運 搬 費 453,520 592,575 △ 139,055
消耗什器備品費 5,636 49,088 △ 43,452
消 耗 品 費 227,375 250,130 △ 22,755
修 繕 費 35,700 2,677 33,023
印 刷 製 本 費 707,875 809,663 △ 101,788
光 熱 水 料 費 173,297 164,576 8,721
賃 借 料 231,964 233,635 △ 1,671
保 険 料 6,001 4,820 1,181
諸 謝 金 246,750 266,750 △ 20,000
支 払 負 担 金 26,000 53,000 △ 27,000
委 託 費 142,400 292,600 △ 150,200
リ ー ス 料 105,815 105,815 0
事務所管理費 30,600 38,539 △ 7,939
表 彰 費 48,700 55,440 △ 6,740

科　　　　目 26年度予算額 25年度予算額 増　　減 備　　　　考
Ⅰ．一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　⑴経常収益
　　　①基本財産運用益 1,500 1,500 0
　　　　基本財産受取利息 1,500 1,500 0 定期預金利息
　　　②特定資産運用益 200 200 0
　　　　特定資産受取利息 200 200 0 定期預金利息
　　　③受取会費 4,620,000 4,620,000 0
　　　　正会員受取会費 4,460,000 4,460,000 0 親会正会員会費
　　　　賛助会員受取会費 30,000 50,000 △ 20,000 賛助会員会費（個人事業主他）
　　　　部 会 受 取 会 費 130,000 110,000 20,000 青年・女性部会費
　　　④事業収益 130,000 140,000 △ 10,000
　　　　研 修 事 業 収 益 110,000 100,000 10,000 研修会・セミナー等の受講料
　　　　会員支援事業収益 20,000 40,000 △ 20,000 合同研修会等部会行事参加費
　　　⑤受取補助金等 5,703,625 5,819,700 △ 116,075
　　　　受取県連補助金 588,825 863,500 △ 274,675 助成金Ｂ・県連単独
　　　　受取全法連助成金振替額 5,114,800 4,956,200 158,600 公益目的事業への助成金
　　　⑥雑 収 益 301,000 301,000 0
　　　　受　取　利　息 1,000 1,000 0 預金利息
　　　　雑　　収　　益 300,000 300,000 0 総会等懇親会費他
　　【事業活動収入計】 10,756,325 10,882,400 △ 126,075
　　　①事 業 費 2,385,000 2,660,000 △ 275,000
（公１　税の啓発事業） 1,475,000 1,705,000 △ 230,000

会 議 費 99,000 90,000 9,000 税務講習会等会場使用料
旅 費 交 通 費 105,000 310,000 △ 205,000 親会・部会全国大会他
通 信 運 搬 費 346,000 385,000 △ 39,000 各事業案内発送費用
消 耗 品 費 24,000 45,000 △ 21,000 租税教室等使用グッズ他
印 刷 製 本 費 630,000 590,000 40,000 会報作成印刷他
諸 謝 金 76,000 75,000 1,000 セミナー講師謝金
支 払 負 担 金 67,000 84,000 △ 17,000 全国大会参加登録料
委 託 費 128,000 126,000 2,000 ホームページ保守管理

（公２　地域発展事業） 759,000 785,000 △ 26,000
会 議 費 110,000 110,000 0 セミナー等会場使用料他
旅 費 交 通 費 122,000 60,000 62,000 セミナー講師旅費
通 信 運 搬 費 125,000 125,000 0 各事業案内発送費用
消 耗 品 費 11,000 5,000 6,000 案内用紙、テキスト代
印 刷 製 本 費 110,000 105,000 5,000 ポスター・チラシ代他
諸 謝 金 265,000 210,000 55,000 セミナー講師謝金
委 託 費 16,000 170,000 △ 154,000 ホームページ「どっと読む」掲載

（他１　会員支援事業）  151,000 170,000 △ 19,000
会 議 費 74,000 90,000 △ 16,000 部会研修会参加負担金
旅 費 交 通 費 6,000 4,000 2,000 研修会参加ガソリン代他
通 信 運 搬 費 1,000 1,000 0 案内発送費用
諸 謝 金 20,000 20,000 0 研修会講師謝金
表 彰 費 50,000 55,000 △ 5,000 功労者・福利厚生表彰

 平成26年度　収　支　予　算　書
（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

（単位：円）

※詳しくは法人会のホームページをご覧下さい
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おめでとうございます受章

公益社団法人秋田北法人会　役　員　名　簿
役 職 名 氏　　　名 会　　社　　名
会 長 林　　　明　夫 株式会社林工務店
副 会 長 小　玉　悦　夫 株式会社クラヤ

〃 加　藤　義　光 株式会社加藤組
〃 小　玉　真一郎 小玉醸造株式会社
〃 嶋　崎　正　男 森山株式会社

専 務 理 事 菅　原　孝次郎 株式会社菅与組
常 任 理 事 高田屋　憲　次 ミナト工機株式会社

〃 松　澤　國　彦 松澤電気工事株式会社
〃 矢　吹　達　夫 臨海食品協業組合
〃 近　藤　隆　平 有限会社近藤製麺所
〃 西　宮　公　平 秋田海陸運送株式会社
〃 加賀谷　　　毅 有限会社加賀谷新聞店
〃 武　田　鋭　彦 三和興業株式会社
〃 天　野　重　喜 天喜建設株式会社
〃 清　水　重　輝 株式会社清水組
〃 菅　原　廣　悦 株式会社寒風
〃 渡　部　一　雄 株式会社秋田中央機工
〃 淡　路　　　徹 株式会社淡路製粉
〃 加　藤　裕　一 株式会社加藤商店
〃 藤　田　　　勉 株式会社大潟村カントリーエレベーター公社
〃 関　口　正　之 株式会社シック関口

理　     事 宮　腰　　　徹 株式会社小島商事

役 職 名 氏　　　名 会　　社　　名
理　     事 佐渡谷　寿美子 株式会社ホテル大和

〃 鈴　木　信　夫 丸水秋田中央水産株式会社
〃 伊　藤　久　一 中央土建株式会社
〃 佐　藤　嘉　樹 株式会社佐藤海事
〃 小　林　冨士雄 秋田共栄物産株式会社
〃 佐　藤　文　信 株式会社松紀
〃 本　多　秀　文 北環興業株式会社
〃 杉　渕　正　英 株式会社八郎めん
〃 加　藤　正　己 株式会社加藤建設
〃 佐　藤　利　規 株式会社ＳＫＯ
〃 籾　山　章　吾 ゴンタロー製菓株式会社
〃 吉　田　政　重 株式会社吉政石材
〃 桧　山　幹　雄 株式会社大雄建設
〃 平　野　久　貴 ユナイテッド計画株式会社
〃 半　田　健　喜 北日本ボード工業株式会社
〃 渡　邉　康　衛 福禄寿酒造株式会社
〃 石　井　浩　一 有限会社いしい製作所
〃 稲　庭　千弥子 医療法人久幸会

監 事 安　藤　　　晃 有限会社安藤不動産
〃 山　内　信　人 男鹿寒風石工業株式会社
〃 千　田　清　隆 株式会社千田佐市商店
〃 澤田石　徳　美 菊地合板木工株式会社

　５月21日、秋田ビュ－ホテルにおいて（一社）秋田県法人会連合会の定時総会の席上、
（公財）全国法人会総連合功労者表彰・（一社）秋田県法人会連合会表彰が行われ、
表彰状と記念品が贈呈された。当会からは上記の方が功労者表彰・会長表彰を受けた。

全国法人会総連合功労者表彰

関　口　正　之  様（常任理事）
　　㈱シック関口
　　《理事在任年数11年》　（五城目）

宮　腰　　　徹  様（理　事）
　　㈱小島商事
　　《理事在任年数11年》　（土　崎）

佐渡谷　寿美子  様（理　事）
　　㈱ホテル大和
　　《理事在任年数11年》　（土　崎）

菅　原　廣　悦  様（常任理事）
　　㈱寒風
　　《理事在任年数12年》　（男　鹿）
 
藤　田　　　勉  様（常任理事）
　　㈱大潟村カントリーエレベーター公社
　　《理事在任年数13年》　（五城目）

秋田県法人会連合会会長表彰
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　本年７月10日付けの定期人事異動で秋田北税務署
長を拝命し、この程着任しました藤澤でございます。
前任は、東京国税局調査第四部統括国税調査官として
大規模法人の法人税調査を担当しておりました。
　公益社団法人秋田北法人会の会員の皆様には、日頃
から税務行政に対しまして、深いご理解と多大なるご
協力を賜っておりますことを、本紙面をお借りしまし
て厚く御礼申し上げます。
　貴法人会は、昭和26年４月の設立以来「よき経営
者を目指す者の団体」として、会員の自己啓発及び納
税道義の高揚並びに地域社会への貢献という理念のも
と、法人会組織の増強、各種研修会の開催や租税教室
への講師派遣等を通じた税知識の普及と納税意識の高
揚、講演会や各種教室の開催を通じた社会貢献活動な
ど様々な活動を行い、輝かしい実績をお持ちの会と
承っております。
　これらのことは、林会長をはじめ役員の方々、さら
には各会員の皆様による不断の努力の結果であり、深
く敬意を表します。

　ここで簡単ではありますが、自己紹介をさせていた
だきます。
【生まれ】
　生まれは、秋田県大仙市（旧中仙町）で、自宅はさ
いたま市中央区です。
【趣　味】
　スポーツ観戦。唯一自分でするのはゴルフです。
　マラソンや過激な運動は好みません。
【食べ物】
　特に嫌いな物はありません。
【着任して感じたこと】
　初めて見た海が、出戸浜海水浴場だったのを思いだ
しました。
　また、「土崎港曳山まつり」の御幸曳山を見て、地
元の方々の並々ならぬ意気込みを感じました。

　さて、話は変わりますが最近の税務を取り巻く環境
は、経済取引の国際化や高度なＩＣＴ化による調査・
徴収事務の複雑・困難化が進むとともに、本年４月に
消費税率が８％に引き上げられ、来年10月には10％

に引き上げられることが予定されているなど、国税当
局が取り組むべき課題は数多くあります。
　こうした中、限られた人員で社会・経済の変化に的
確に対応していくためには、効果的かつ効率的に税務
行政を推進していく必要があります。
　このため、国税当局は、e-Taxの普及・拡大や調査
の必要性の判断に有益な書面添付制度の積極的な活用
をお願いしております。
　特にe-Taxにつきましては、貴会におかれましても
普及・拡大を事業計画に掲げていただくなどご協力を
いただいた結果、法人税や消費税（法人）の申告等の
12手続きにつきましては、目標値まであと一歩のと
ころまできております。しかしながら所得税や消費税
（個人）及び納税証明書に関する３手続きにつきまし
ては、国税庁全体、仙台国税局及び秋田県の平均に程
遠い状況にあります。そのため、会員の皆様におかれ
ましては、役員、従業員さらにはその親族の方々へ、
利用をお勧めいただくようお願いいたします。
　最後になりますが、本年度は、11月20・21日に「法
人会全国青年の集い秋田大会」が開催されると伺って
おります。
　この大会が盛大に開催されることはもちろんのこ
と、貴会の更なる発展に向けた大きなステップとなる
ことをご祈念申し上げ私の着任の挨拶とさせていただ
きます。

  秋田北税務署新メンバー紹介

　いずれも秋田生まれの者です。１年間よろしくお願
いします。

着 任 の ご 挨 拶

秋田北税務署長　藤　澤　公　範

総務課長
鎌田　俊一
【前所属】
大 曲 署
総 務 課 長

管理運営部門統括官
加賀谷　均
【前所属】
大 館 署

管理運営部門統括官
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平成26年度青年部会・女性部会定時報告会
　女性部会の定時報告会は５月13日、
青年部会の定時総会は５月21日、土
崎港ホテル大和において開催された。
　議題の平成25年度事業報告・収支
決算及び平成26年度事業計画・収支
予算の報告承認のほか、女性部会では、
毎年恒例の研修会事業内容についても
協議、また、全法連功労者表彰を受彰
した佐渡谷部会員に対し、花束を贈呈
した。
　青年部会では、11月20日・21日に
開催する「第28回全国青年の集い秋
田大会」の準備状況等について確認し
あい、意思結集をはかった。

部 会 だ よ り

女性部会

青年部会

正しい価値観を身につける

法人税の基礎知識と節税対策

講　師：経営コンサルタント　古川　英夫 氏
▷４月４日（金）　「ユースパル」

講　師：税理士　行政書士　星　　　叡 氏
▷６月17日（火）　「ユースパル」

★新入社員のための心がまえ研修会★

★税務セミナー★

秋田北・南法人会合同セミナー

（１）４月23日（水）
　　対象：４・５・６月決算法人

（２）７月29日（火）
　　対象：７・８・９月決算法人

　　　　　　　　　　　新設法人

活動報告

講　師：

秋田北税務署　高橋上席調査官 様

新設法人・決算法人
説 明 会

キタスカ
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法人会全国青年の集い
秋田大会2014

大会シンボルマーク

第28回法人会全国青年の集い秋田大会

どうぞよろしく新 入 会 員 紹 介
法　人　会　員　名 代 表 者 名 法　人　住　所

佐田建設工業　有限会社 佐田　雄一郎 秋田市土崎港相染町字浜ナシ山55－２

■大会スケジュール
◎開催１日目

日　付 時　　間 内　　　容 場　　　所 対象

11月20日
（木）

12：00～13：00 青連協　受付
「秋田キャッスルホテル」 60名

13：00～14：30 青連協　定時連絡会議

14：45～17：50 租税教育活動プレゼンテーション 「秋田県民会館」 450名

18：30～20：30 部会長ウェルカムパーティー 「秋田ビューホテル」 450名

◎同時開催
日　付 時　　間 内　　　容 場　　　所 対象

11月21日
（金）

11：00～17：30 物産展 「エリアなかいち にぎわい広場」 －

11：00～17：00 租税教育活動展示 「にぎわい交流館２階展示ホール」 －

◎開催２日目

日　付 時　　間 内　　　容 場　　　所 対象

11月21日
（金）

８：30～９：00 部会長サミット　受付
「秋田キャッスルホテル」 450名

９：00～11：40 部会長サミット　円卓会議

13：15～15：00 大会式典 「秋田県民会館」と
「にぎわい交流館３階多目的ホール」

1,800名
15：30～16：40 記念講演

17：30～19：00 オープニングセレモニー
懇親会 「秋田キャッスルホテル」

全国の法人会から、約1,800名の青年部会員が集う大規模な大会です。

11月20日～ 21日 開催
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支出交際費等

接待飲食費

50％

接待飲食費以外

【改正前】

【改正後】

金 額 損 金 不 算 入

損 金 不 算 入損 金 算 入
（接待飲食費×50％）

〈イメージ〉
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平成26年度主な税制改正について
平成26年度税制改正が行われ、いろいろな法令が改正されました。今回は、その 一部について改正の概要を説明します。

（イ）その飲食費に係る飲食等のあった年月日
（ロ）その飲食費に係る飲食等に参加した得意先、仕入
先その他事業に関係のある者等の氏名又は名称及びそ
の関係

（ハ）その飲食費の額並びにその飲食店、料理店等の名
称及び所在地

（ニ）その他飲食費であることを明らかにするために必
要な事項

（注）１人当り5,000円以下の飲食費については、従前ど
おり交際費等に該当しないこととされています。

ロ　中小法人については、上記イによる損金算入と、定
額控除限度額までの損金算入とのいずれかを選択適用
できることとされました。

〔申告にあたっての注意点〕
　中小法人が定額控除限度額までの損金算入の適用を受ける
ためには、確定申告書等、修正申告書又は更正の請求書に定
額控除限度額の計算を記載した法人税申告書別表十五を添付
する必要があります。
（２）適用期限の延長
　適用期限が、平成28年３月31日まで２年間延長されま
した。

３　地方法人税の創設
　平成26年４月から消費税率の引上げによる地方消費税の
増収により、地方団体間の財政力格差が拡大することが見込
まれることから、法人住民税法人税割を都道府県・市町村あ
わせて4.4％引下げ、国税として税率4.4％の地方法人税を創
設し、その税収の全額を交付税原資化することとしました。
また、あわせて地方法人特別税・譲与税の規模を３分の１に 
縮小し、法人事業税に復元することとしました。
〔創設された制度の概要〕
　法人税を納める義務がある法人は、基準法人税額に4.4％
の税率を乗じて計算した地方法人税を、法人税と同じ時期に
申告・納付することとされ ました。
（１）納税義務者
　　法人税の納税義務者と同一とされています。
（２）課税事業年度
　課税の対象となる事業年度は、法人の各事業年度とされ
ています。

（３）課税標準
　課税標準は、各課税事業年度の課税標準法人税額とされ
ており、各課税事業年度の課税標準法人税額は、各課税事
業年度の基準法人税額とされています。

（４）税額の計算
　 （算式）　地方法人税の額＝課税標準法人税額×4.4％
〔適用時期〕
　平成26年10月１日以降に開始する課税事業年度の基準法
人税額に対する地方法人税について適用されます。

【法人税関係】

１　復興特別法人税の１年前倒し廃止
　平成24年度から３年間の時限措置として課税されている
復興特別法人税を１年前倒しして廃止することとしました。
〔制度の概要〕
　法人は、基準法人税額につき、復興特別法人税を納める義
務があり、復興特別法人税の額は、原則として平成24年４
月１日から平成27年３月31日までの期間（指定期間）内に
最初に開始する事業年度開始の日から同日以降３年を経過す
る日までの期間内の日の属する事業年度の基準法人税額に
10％の税率を乗じて計算した金額とされています。
〔改正の内容〕
（１）復興特別法人税の１年前倒し廃止
　上記の指定期間が平成26年３月31日までとされ、また、
課税事業年度が指定期間内に最初に開始する事業年度開始
の日から同日以降２年（改正前：３年）を経過する日まで
の期間内の日の属する事業年度とされました。これにより、
復興特別法人税の課税期間が１年短縮されました。

（２）復興特別所得税額の法人税額からの控除
　課税事業年度終了後の各事業年度において、法人が利子
及び配当等に課される復興特別所得税の額は、所得税の額
とみなして、各事業年度の法人税の額から控除し、復興特
別所得税の額で法人税の額から控除しきれなかった金額が
あるときは、その金額を還付することとされました。
 〔申告にあたっての注意点〕
　平成26年４月１日以降に開始する事業年度については、
原則として課税事業年度にはなりませんが、平成26年４月
１日以降に開始する事業年度であっても、事業年度変更など
により、指定期間内に最初に開始する事業年度開始の日から
同日以降２年を経過する日までの期間内の日が含まれること
となる場合には、課税事業年度になります。

２　交際費課税の見直し
　法人の支出する交際費等（１人当たり5,000円以下の飲食
費等を除く）については、原則として損金不算入であるとこ
ろを、これまで中小法人については800万円を限度に損金算
入を認めることとしていました。今般の改正においては、よ
り一層の消費の拡大を通じた経済活性化を図るため、その適
用期限を２年間延長するとともに、大法人も含め、飲食のた
めの支出の50％を限度に損金算入を可能とすることとしま
した。なお、中小法人については、現行の定額控除（800万
円）との選択制としました。
〔制度の概要〕
　法人が平成18年４月１日から平成26年３月31日までの間
に開始する各事業年度において支出する交際費等の額（中小
法人については、交際費等の額のうち年800万円を超える部
分の金額）は、損金の額に算入しないこととされています。
〔改正の内容〕
（１）損金算入限度額の改正
イ　交際費等の額のうち、接待飲食費の額の50％に相当
する金額は損金の額に算入することとされました。
　この接待飲食費とは、交際費等のうち飲食その他これ
に類する行為のために要する費用（専らその法人の役員
若しくは従業員又はこれらの親族に対する接待等のため
に支出するものを除く。以下「飲食費」という。）であっ
て、法人税法上で整理・保存が義務付けられている帳簿
書類に次に掲げる事項を記載することにより飲食費であ
ることが明らかにされているものをいいます。
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株式会社ニュークリエイトマネジメント　代表取締役　長　井　三　郎

社長を支える最後のとりで

　会社を指に例えれば、社長は親指で社長の奥さんは

人差し指のような存在だろうか。特に小企業の創業時

においては、社長の奥さんの果たす役割は大きい。

会社を創業する
　萩野工務店（仮称）は、個人経営で大工さんを数人

使い、住宅建築を請け負っていた。社長が若い頃そう

だったように、自宅に見習い大工を住まわせ育てなが

らの経営だ。若い見習い大工さんの朝昼夕の食事から

小遣いに至るまで、奥さんも必死になって支えていた。

優しくこまやかな気遣いのできる奥さんのサポートの

かいもあり、仕事は順調に展開していた。しかしある

時、社長は一念発起し、不動産開業の資格をとり、建

築部門と合わせて会社を設立し、街の一角で交通の要

所に会社事務所を開設した。

　「今のままでも不自由なくやっていけるのに」「そん

な無理をして失敗したらどうするんだ」という周囲の

声に惑わされることなく、社長は自分で敷いたレール

の上をひたすら歩き続けた。社長は営業に飛び回り、

奥さんは店番、電話番、そしてたまに来るお客さんの

対応に明け暮れた。

　そうこうするうちに、貸家の紹介やアパートの仲介

など、不動産の仕事がポツポツ入り始める。やがて事

務所へ住宅建築の依頼も入ってくるようになった。よ

うやく事務員を採用し、現場監督を入れ、設計見習い

も採ることができるようになった。奥さんも一人二役、

三役から少しずつ解放されていったが、別な新しい仕

事が加わってきたのである。

　住宅に女性の感性を活かし、施主の奥さんとのコ

ミュニケーションをとり易くするため、現場も設計も

女性の見習いを中心に採用した。すると、技術と根性

はあるが、こわもてで、人使いの苦手な社長では手に

あまる問題が生まれてくる。また奥さんの出番である。

会社の名前も少しずつ売れてくると、地元の付き合い

や町内会活動など、ここでもまた奥さんの力が必要に

なってくる。

妻を楽にしたい
　社長は困ってしまった。そもそも会社を作ったのは

何のためだったのか。個人経営に問題はなかったが、

このままではやがて行き詰まるときがくる。それに男

としてもっと大きな仕事がしたいという夢もあった。

　また、心の底では妻に対する想いもあった。「自分

を犠牲にして必死に自分を支えてくれる、こんな妻を

何とか楽にしてやりたい」。そう決意して新しい道に

足を踏み入れたのだ。それがまた同じ道をたどろうと

している。そして子どもたちも母親を必要としている

大事な時期にきている。

　思い切って社長は奥さんの仕事を社員に任せ、自分

も社員とのコミュニケーションを積極的に取るよう努

力することにした。

存在することが最高の支え役
　ところが半年ほどたって、思わぬリアクションが

返ってきた。奥さんがいわゆる「空の巣症候群」のよ

うな状態に陥ってしまったのである。

　今まで自分を顧みることもなく、必死になって働い

てきた。それがあるときを境に、納得の上とはいいな

がら、実務から遠ざかり、なんとも表現のしようがな

い喪失感に包まれてしまった。子どものために勤務時

間を半減し、それが逆に自分の存在感に不安を感じる

ことになったのだ。

　そんなある日、社内の暑気払いの席で、社長ととも

に苦労を重ねてきた年配の営業担当者と中堅の現場監

督の大工さんが、奥さんに話しかけた。「たとえ短い

時間でも会社に顔を出し、社員の話し相手になってあ

げることは大切な仕事です」「社長が奥さんを必要と

するのはこれからです。存在することが最高の支え役

ではないですか」と。
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